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財務書類４表について 

 

 平成１８年、総務省より「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針の策定」において、地方公会計改革が掲げられました。より正確な財

務情報の公開と、資産・債務の適正な管理の観点から、「総務省方式改訂モデ

ル」と「総務省基準モデル」に基づいた貸借対照表、行政コスト計算書、純資

産変動計算書、資金収支計算書の作成が求められ、香芝市では平成２０年度決

算から「総務省方式改訂モデル」を採用し、作成してきました。 

 しかし、公有財産の状況や発生主義による取引情報を複数仕訳によらず決算

統計（地方財政状況調査）のデータを活用して作成する「総務省方式改訂モデ

ル」では、数値の正確性等の面で課題がありました。 

 このため、総務省において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提と

した財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示され、原則として平成２７

年度から平成２９年度までの３年間ですべての地方公共団体において作成、公

表するように要請されたところです。 

 香芝市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づき、財務書類を

作成しました。 

 

「統一的な基準」と「総務省方式改訂モデル」との違い 

 「統一的な基準」 「総務省方式改訂モデル」 

発 生 主 義 ・ 

複 式 簿 記 の 導 入 

発生の都度（日々仕訳）によ

る複式仕訳による作成 
決算データを活用して作成 

固定資産台帳の整備 

台帳の整備を前提とし、今後

の公共施設等のマネジメント

にも活用可能 

台帳整備は前提とされていない 

比 較 可 能 性 

「統一的な基準」による財務

書類の作成により、団体間で

の比較が可能 

総務省方式改訂モデルや基準モ

デルその他の方式といったもの

が混在し、比較が困難 
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Ⅰ 財務書類の作成基準 

 

１．対象会計 

 

  一般会計等とは、本市の場合、一般会計と土地取得特別会計が対象となり

ます。 

 

２．作成基準日等 

 

 ・会計年度の最終日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４

月１日～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したも

のとして処理します。 

 ・本市の基準日時点での人口は、７９，２４５人です。 

 ・千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合が

あります。 

 

３．財務書類４表の関係 

 

  貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４

表の関係を図示すると次のようになります。 

＋本年度末
　歳計外現金残高

臨時利益
固定資産等

の変動
前年度末残高

純資産 純行政コスト 本年度末残高 本年度末残高

うち
現金
預金

経常収益 純行政コスト 投資活動収支

臨時損失 財源 財務活動収支

【財務書類４表構成の相互関係】

貸借対照表 行政コスト計算書 純資産変動計算書 資金収支計算書

資産 負債 経常費用 前年度末残高 業務活動収支
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Ⅱ 貸借対照表 

 

１．貸借対照表とは 

 

  貸借対照表は、会計年度末時点において市が所有している土地や建物など

の財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債：将来の世代の負担、

純資産：これまでの世代の負担）で賄っているかを表しています。 

 

２．貸借対照表の見方 

 

借   方 貸   方 

資   産 負   債 

 

固定資産 

事業用資産（庁舎、学校

等）とインフラ資産（道

路、公園等）に分けら

れ、将来の世代に引き継

ぐ社会資本や関係団体へ

の出資金などの投資その

他の資産を表したもの 

 

固定負債 

地方債や退職手当引当金

など将来の世代の負担と

なるものを表したもの 

流動負債 

１年以内に支払いが予定

されている地方債や賞与

引当金などを表したもの 

流動資産 

資金（年度末に保有して

いる現金及び基金以外の

預金）や税等の未収金、

貸付金、財政調整基金等

の積立金など将来現金化

することが可能な財産を

表したもの 

純 資 産 

 

固定資産等 

形 成 分 

これまでの世代や国・県

が負担した将来返済しな

くてよい財産を表したも

の 
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３．平成３０年度貸借対照表

（平成31年 3月31日現在）
（単位：千円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 102,709,959 固定負債 32,918,951 

有形固定資産 99,202,602 地方債 28,876,146 
事業用資産 43,374,534 長期未払金 - 

土地 28,734,281 退職手当引当金 3,251,735 
立木竹 - 損失補償等引当金 - 
建物 48,178,535 その他 791,070 
建物減価償却累計額 △ 33,967,471 流動負債 3,844,414 
工作物 541,651 １年内償還予定地方債 3,064,217 
工作物減価償却累計額 △ 329,132 未払金 - 
船舶 - 未払費用 - 
船舶減価償却累計額 - 前受金 - 
浮標等 - 前受収益 - 
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 273,101 
航空機 - 預り金 264,338 
航空機減価償却累計額 - その他 242,758 
その他 - 36,763,365 
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 216,669 固定資産等形成分 104,188,000 

インフラ資産 55,472,013 余剰分（不足分） △ 35,321,285 
土地 27,039,235 
建物 58,791 
建物減価償却累計額 △ 41,203 
工作物 64,089,748 
工作物減価償却累計額 △ 35,960,622 
その他 - 
その他減価償却累計額 - 
建設仮勘定 286,064 

物品 1,102,867 
物品減価償却累計額 △ 746,812 

無形固定資産 16,864 
ソフトウェア 16,864 
その他 - 

投資その他の資産 3,490,492 
投資及び出資金 204,971 

有価証券 1,239 
出資金 203,732 
その他 - 

投資損失引当金 - 
長期延滞債権 380,083 
長期貸付金 - 
基金 2,963,563 

減債基金 - 
その他 2,963,563 

その他 - 
徴収不能引当金 △ 58,124 

流動資産 2,920,121 
現金預金 736,070 
未収金 115,986 
短期貸付金 - 
基金 1,478,041 

財政調整基金 1,249,458 
減債基金 228,583 

棚卸資産 608,100 
その他 - 
徴収不能引当金 △ 18,075 68,866,715 

105,630,080 105,630,080 

負債合計

純資産合計
資産合計 負債及び純資産合計
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注   記 
 
１．有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

 (1) 事業用資産及びインフラ資産 

  ① 有形固定資産･･･････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

   ア 昭和 59年度以前に取得したもの･･････････再調達原価 

     ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1円としています。 

   イ 昭和 60年度以後に取得したもの 

     取得原価が判明しているもの･････････････取得原価 

     取得原価が不明なもの･･･････････････････再調達原価 

     ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としていま

す。 

② 無形固定資産･･･････････････････取得原価 

    ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

    取得原価が判明しているもの･･･････････････取得原価 

    取得原価が不明なもの･････････････････････再調達原価 

 

２．有形固定資産等の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

    建物  15年～50年 

    工作物 15年～60年 

    物品  4年～17年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除きます。）･････････定額法 

   （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5 年）に基づく定額法によ

っています。） 

(3) リース資産 

   所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

    ･･････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

３．引当金の計上基準及び算定方法 

 (1) 徴収不能引当金 

   未収金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して

います。 

   長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計

上しています。 

   長期貸付金については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上

しています。 

(2) 退職手当引当金 

   期末自己都合要支給額を計上しています。 

(3) 賞与等引当金 

   翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の

見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

４．リース取引の処理方法 

 (1) ファイナンス・リース取引 

   通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

(2) オペレーティング・リース取引 

   通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

 

－ 5 －



５．売却可能資産  
(1) 範囲 

   香芝市公有財産活用検討委員会等の庁内組織において売却予定とされている公共資産 
(2) 内訳 

   土地（事業用資産）   210,996 千円（210,996千円） 
   平成 31年 3月 31日時点における売却可能価額を記載しています。 
   売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法によっ

ています。 
   上記の（210,996千円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 
 
６．地方交付税措置のある地方債  

地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要

額に含まれることが見込まれる金額 22,379,535 千円 

 

７．将来負担に関する情報 

  地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のと

おりです。 

  標準財政規模                      15,036,168 千円 

  元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    1,916,843 千円 

  将来負担額                        42,181,862 千円 

  充当可能基金額                      5,806,444 千円 

  特定財源見込額                       640,071 千円 

  地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額       22,379,535 千円 
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主な施設の状況（平成30年度）

(単位：千円）　

区分 名称等
取得年度
（年度）

開始時原価 減価償却累計額 期末帳簿価格

市営住宅 平成17年 560,367 164,561 395,806

総合プール 昭和59年 178,114 124,383 53,731

五位堂小学校 昭和43年 2,263,237 2,124,473 138,763

下田小学校 昭和42年 2,032,396 1,980,246 52,151

ニ上小学校 昭和44年 1,996,868 1,552,867 444,001

関屋小学校 昭和46年 1,822,139 1,666,877 155,263

志都美小学校 昭和37年 1,977,724 1,886,517 91,208

三和小学校 昭和51年 1,111,097 939,772 171,325

鎌田小学校 昭和57年 618,909 512,687 106,222

真美ヶ丘東小学校 昭和57年 1,732,738 1,129,973 602,765

真美ヶ丘西小学校 昭和62年 1,199,522 822,492 377,030

旭ヶ丘小学校 平成6年 1,204,658 592,416 612,242

香芝中学校 昭和49年 3,348,349 3,085,130 263,219

香芝西中学校 昭和57年 2,600,660 2,059,011 541,648

香芝東中学校 昭和58年 2,166,187 1,611,097 555,089

香芝北中学校 平成11年 3,474,332 1,390,554 2,083,778

五位堂幼稚園 昭和46年 188,572 188,240 332

ニ上幼稚園 昭和47年 71,097 70,611 486

志都美幼稚園 昭和48年 85,397 83,864 1,533

関屋幼稚園 昭和50年 107,882 107,817 65

三和幼稚園 昭和50年 127,316 125,435 1,881

真美ヶ丘東幼稚園 昭和62年 197,427 179,572 17,855

旭ヶ丘幼稚園 平成16年 330,630 101,789 228,840

認定こども園鎌田幼稚園 昭和62年 143,910 132,016 11,894

認定こども園下田幼稚園 昭和45年 254,780 240,371 14,409

真美ヶ丘保育所 昭和59年 80,672 80,348 324

五位堂保育所 昭和52年 80,061 76,606 3,455

若葉保育所 昭和52年 209,051 208,172 880

みつわ保育所 平成28年 617,366 44,296 573,070

二上保育所 昭和57年 125,331 125,275 56

福祉センター 平成10年 3,205,362 1,349,069 1,856,293

火葬場 平成9年 116,933 47,289 69,645

保健センター 平成24年 533,447 66,681 466,766

総務 庁舎 昭和51年 2,528,802 2,129,414 399,388

（注） 取得年度は、最も古い建物の取得年度とするものです。

生活インフラ
・国土保全

教育

福祉

環境衛生
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４．貸借対照表の概要 

 

 (1) 資産の構成 

 

   資産は、「土地や建物などの財産」、「貸付金や未収金などの権利」な

ど、将来にわたり行政サービスを提供するために使用されるものです。 

   資産総額は１，０５６億３，００８万円、市民一人当たり１３３万３千

円となっています。 

   資産の９３．６％は庁舎や学校などの施設や土地といった事業用資産（

４１．１％）と道路や公園といったインフラ資産（５２．５％）で構成さ

れています。 

（単位：千円） 

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

資産総額 105,630,080 106,532,295 △902,215 

市民一人当たり 1,333 1,344 △11 

 

 (2) 負債の構成 

 

   負債は、市が持つ資産を形成する財源のうち、将来に負担しなければな

らない金額を表すもので、１年以内のうちに支払期限が到来する流動負債

と、将来の世代が負担することとなる固定負債に分けられます。 

   負債総額は３６７億６，３３６万５千円、市民一人当たり４６万４千円

となっています。 

（単位：千円） 

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

負債総額 36,763,365 38,639,511 △1,876,146 

市民一人当たり 464 488 △24 

 

 (3) 純資産の構成 

 

   純資産は、市が持つ資産を形成する財源のうち、これまでの世代が負担

してきた金額を表すものです。 

   純資産総額は６８８億６，６７１万５千円、市民一人当たり８６万９千

円となっています。 
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（単位：千円） 

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

純資産総額 68,866,715 67,892,784 973,931 

市民一人当たり 869 857 12 

 

５．貸借対照表を活用した財政分析 

 

(1) 純資産比率 

 

   資産総額に対する純資産の割合で、資産のうち市民の持ち分を示すもの

です。企業会計における自己資本比率に相当するものであり、この割合が

高いほど健全な財政状況にあるといえます。前年度と比較して１．５％高

くなっています。 

純資産総額  資産総額   

68,866,715千円 ÷ 105,630,080 千円 ＝ 65.2％ 

 

 (2) 負債比率 

 

   資産総額に対する負債の割合で、資産のうちの借入金への依存度を示す

ものです。純資産比率の逆の指標となり、この割合が高いほど将来負担へ

の影響が大きいといえます。前年度と比較して１．５％低くなっています。 

負債総額  資産総額   

36,763,365千円 ÷ 105,630,080 千円 ＝ 34.8％ 

 

 (3) 社会資本形成の世代間負担比率 

 

   社会資本形成の結果を示す公共資産の資産形成に充てられた財源を見る

ことによって、これまでの世代によって既に負担された割合や将来の世代

によって負担しなければならない割合を把握することができます。前年度

と比較して、「これまでの世代による社会資本形成の負担比率」は１．

６％高くなっていますが、「将来の世代による社会資本形成の負担比率」

は１．５％低くなっています。 

－ 11 －



  ① これまでの世代による社会資本形成の負担比率 

純資産総額  固定資産   

68,866,715千円 ÷ 102,709,959 千円 ＝ 67.0％ 

 

  ② 将来の世代による社会資本形成の負担比率（将来世代負担比率） 

地方債残高※  固定資産   

17,772,575千円 ÷ 102,709,959 千円 ＝ 17.3％ 

     ※地方債残高からは、臨時財政対策債、減税補てん債、退職手当債等を除きます。 

 

 (4) 歳入総額に対する資産比率及び純資産比率 

 

   歳入総額に対する資産総額及び純資産の割合を算出することにより、基

準日に形成されている資産総額及び純資産に、何年分の歳入が充当されて

いるかを把握することができます。前年度と比較して、「歳入総額に対す

る資産比率」は０．１年減っており、「歳入総額に対する純資産比率」は

同年となっています。 

 

  ① 歳入総額に対する資産比率 

資産総額  歳入総額※   

105,630,080 千円 ÷ 24,385,269 千円 ＝ 4.3 年 

 

  ② 歳入総額に対する純資産比率 

純資産総額  歳入総額※   

68,866,715千円 ÷ 24,385,269 千円 ＝ 2.8 年 

     ※歳入総額＝収入合計＋前年度末資金残高 

 

 (5) 有形固定資産減価償却率 

 

   有形固定資産のうち償却資産について、耐用年数に対して資産の取得か

らどの程度経過しているのかを表しています。この比率が高いほど施設の

老朽化が進んでいるといえます。前年度と比較して１．８％高くなってい

ます。 

減価償却累計額  取得価額   

71,045,240千円 ÷ 113,971,592 千円 ＝ 62.3％ 
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Ⅲ 行政コスト計算書 

 

１．行政コスト計算書とは 

 

  行政コスト計算書は、市が１年間に行政サービスを提供するために、どの

分野にどのようなコスト（費用）がかかり、その財源となる使用料や手数料

などの収入の関係を表しています。 

 

２．行政コスト計算書の見方 

 

経常費用 

 

業務費用 

 人件費 

 職 員 給 与 費 

賞与等引当金繰入額 

退職手当引当金繰入額 

職員給与や議員報酬、退職給付費用などを表

したもの 

物件費等 

 物 件 費 

維 持 補 修 費 

減 価 償 却 費 

備品や消耗品、施設等の維持修繕に係る経費

や事業用資産の減価償却費などを表したもの 

その他業務費用 

 支 払 利 息 

徴収不能引当金繰入額 

地方債の支払利息など上記以外の費用を表し

たもの 

移転費用 

 補 助 金 等 

社 会 保 障 給 付 

他 会 計 へ の 繰 出 金 

市民や団体への補助金、児童手当や生活保護

費等の社会保障関係給付などを表したもの 

経常収益 

 使 用 料 及 び 手 数 料 

そ の 他 

使用料・手数料など、サービスの提供に対す

る収入等を表したもの 

臨時損失 災害復旧事業費、資産除売却損などを表したもの 

臨時利益 資産売却益などを表したもの 
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３．平成３０年度行政コスト計算書

自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

（単位：千円）

金額

経常費用 20,783,067 

業務費用 10,214,595 

人件費 3,965,417 

職員給与費 3,305,092 

賞与等引当金繰入額 273,101 

退職手当引当金繰入額 240,496 

その他 146,728 

物件費等 5,859,449 

物件費 3,404,955 

維持補修費 174,850 

減価償却費 2,275,980 

その他 3,664 

その他の業務費用 389,728 

支払利息 271,077 

徴収不能引当金繰入額 33,555 

その他 85,097 

移転費用 10,568,472 

補助金等 3,091,596 

社会保障給付 5,557,295 

他会計への繰出金 1,809,976 

その他 109,605 

経常収益 1,059,997 

使用料及び手数料 317,653 

その他 742,344 

純経常行政コスト △ 19,723,070 

臨時損失 13,050 

災害復旧事業費 - 

資産除売却損 13,050 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 - 

臨時利益 2,014 

資産売却益 2,014 

その他 - 

純行政コスト △ 19,734,106 

科目

－ 14 －



行
政

コ
ス

ト
計

算
書

に
係

る
行

政
目

的
別

の
明

細
(
単

位
：

千
円

)

経
常

費
用

2
0
,
7
8
3
,
0
6
7

1
0
0
.
0
%

2
,
6
0
4
,
4
3
6

3
,
3
0
4
,
7
4
7

9
,
5
6
3
,
8
4
1

1
,
7
8
4
,
7
7
0

3
0
1
,
8
4
8

9
0
7
,
6
4
4

2
,
3
1
5
,
7
8
1

業
務

費
用

1
0
,
2
1
4
,
5
9
5

4
9
.
1
%

2
,
0
8
0
,
1
8
6

2
,
8
2
1
,
8
4
3

1
,
7
8
1
,
8
0
9

1
,
1
3
7
,
2
9
1

1
3
7
,
7
7
0

6
5
,
7
7
8

2
,
1
8
9
,
9
1
8

人
件

費
3
,
9
6
5
,
4
1
7

1
9
.
1
%

2
5
8
,
3
7
6

9
0
2
,
7
0
4

1
,
0
9
0
,
6
4
6

3
7
7
,
7
5
5

9
6
,
7
6
2

2
5
,
0
2
6

1
,
2
1
4
,
1
4
9

職
員

給
与

費
3
,
3
0
5
,
0
9
2

1
5
.
9
%

2
2
3
,
5
3
3

7
7
1
,
9
8
3

9
4
2
,
4
8
6

3
2
6
,
8
4
7

7
6
,
4
2
5

3
,
8
6
2

9
5
9
,
9
5
7

賞
与

等
引

当
金

繰
入

額
2
7
3
,
1
0
1

1
.
3
%

1
8
,
4
7
1

6
3
,
7
8
9

7
7
,
8
7
8

2
7
,
0
0
8

6
,
3
1
5

3
1
9

7
9
,
3
2
2

退
職

手
当

引
当

金
繰

入
額

2
4
0
,
4
9
6

1
.
2
%

1
6
,
2
6
5

5
6
,
1
7
4

6
8
,
5
8
0

2
3
,
7
8
3

5
,
5
6
1

2
8
1

6
9
,
8
5
2

そ
の

他
1
4
6
,
7
2
8

0
.
7
%

1
0
7

1
0
,
7
5
8

1
,
7
0
2

1
1
7

8
,
4
6
1

2
0
,
5
6
4

1
0
5
,
0
1
9

物
件

費
等

5
,
8
5
9
,
4
4
9

2
8
.
2
%

1
,
7
4
5
,
8
5
9

1
,
8
3
5
,
0
0
4

6
4
8
,
8
0
3

7
5
8
,
3
6
8

4
1
,
0
0
8

3
9
,
8
1
9

7
9
0
,
5
8
8

物
件

費
3
,
4
0
4
,
9
5
5

1
6
.
4
%

3
4
2
,
3
1
1

1
,
1
6
9
,
9
7
9

5
2
5
,
7
5
6

7
1
4
,
9
1
3

3
1
,
2
5
3

1
6
,
3
1
1

6
0
4
,
4
3
2

維
持

補
修

費
1
7
4
,
8
5
0

0
.
8
%

1
0
2
,
7
1
8

4
1
,
9
3
6

8
,
8
2
5

9
,
4
1
4

8
,
4
9
5

7
4

3
,
3
8
8

減
価

償
却

費
2
,
2
7
5
,
9
8
0

1
1
.
0
%

1
,
3
0
0
,
7
4
1

6
2
1
,
9
7
9

1
1
4
,
1
6
1

3
3
,
5
3
9

1
,
2
6
0

2
3
,
4
0
9

1
8
0
,
8
9
0

そ
の

他
3
,
6
6
4

0
.
0
%

8
9

1
,
1
0
9

6
1

5
0
2

0
2
5

1
,
8
7
8

そ
の

他
の

業
務

費
用

3
8
9
,
7
2
8

1
.
9
%

7
5
,
9
5
1

8
4
,
1
3
5

4
2
,
3
6
0

1
,
1
6
9

0
9
3
3

1
8
5
,
1
8
0

支
払

利
息

2
7
1
,
0
7
7

1
.
3
%

7
5
,
9
4
7

8
3
,
3
2
2

1
1
,
5
5
1

1
,
0
4
0

0
4
3
9

9
8
,
7
7
7

徴
収

不
能

引
当

金
繰

入
額

3
3
,
5
5
5

0
.
2
%

0
5
7

3
,
7
9
1

0
0

0
2
9
,
7
0
7

そ
の

他
8
5
,
0
9
7

0
.
4
%

5
7
5
7

2
7
,
0
1
7

1
2
9

0
4
9
3

5
6
,
6
9
6

移
転

費
用

1
0
,
5
6
8
,
4
7
2

5
0
.
9
%

5
2
4
,
2
5
0

4
8
2
,
9
0
5

7
,
7
8
2
,
0
3
2

6
4
7
,
4
7
8

1
6
4
,
0
7
8

8
4
1
,
8
6
6

1
2
5
,
8
6
3

補
助

金
等

3
,
0
9
1
,
5
9
6

1
4
.
9
%

2
,
4
9
0

3
2
2
,
5
3
6

9
9
6
,
9
8
7

6
4
6
,
8
0
3

1
6
3
,
3
5
2

8
3
3
,
8
0
7

1
2
5
,
6
2
1

社
会

保
障

給
付

5
,
5
5
7
,
2
9
5

2
6
.
7
%

0
1
6
0
,
3
3
3

5
,
3
9
6
,
9
6
2

0
0

0
0

他
会

計
へ

の
繰

出
金

1
,
8
0
9
,
9
7
6

8
.
7
%

4
1
3
,
9
0
0

0
1
,
3
8
8
,
0
7
6

0
0

8
,
0
0
0

0

そ
の

他
1
0
9
,
6
0
5

0
.
5
%

1
0
7
,
8
6
0

3
6

7
6
7
5

7
2
6

5
9

2
4
2

経
常

収
益

1
,
0
5
9
,
9
9
7

1
7
3
,
3
5
8

6
0
5
,
1
8
1

8
6
,
6
5
7

4
1
,
9
6
4

1
,
2
6
1

1
,
5
1
4

1
5
0
,
0
6
3

使
用

料
及

び
手

数
料

3
1
7
,
6
5
3

1
5
5
,
4
8
6

6
8
,
6
2
5

2
0
,
2
1
4

2
1
,
8
2
1

1
9

0
5
1
,
4
8
7

そ
の

他
7
4
2
,
3
4
4

1
7
,
8
7
2

5
3
6
,
5
5
6

6
6
,
4
4
2

2
0
,
1
4
3

1
,
2
4
2

1
,
5
1
4

9
8
,
5
7
6

純
経

常
行

政
コ

ス
ト

△
 
1
9
,
7
2
3
,
0
7
0

△
 
2
,
4
3
1
,
0
7
8

△
 
2
,
6
9
9
,
5
6
6

△
 
9
,
4
7
7
,
1
8
4

△
 
1
,
7
4
2
,
8
0
6

△
 
3
0
0
,
5
8
7

△
 
9
0
6
,
1
3
1

△
 
2
,
1
6
5
,
7
1
8

臨
時

損
失

1
3
,
0
5
0

1
1
,
9
2
0

0
0

0
0

8
7
5

2
5
5

災
害

復
旧

事
業

費
0

0
0

0
0

0
0

0

資
産

除
売

却
損

1
3
,
0
5
0

1
1
,
9
2
0

0
0

0
0

8
7
5

2
5
5

投
資

損
失

引
当

金
繰

入
額

0
0

0
0

0
0

0
0

損
失

補
償

等
引

当
金

繰
入

額
0

0
0

0
0

0
0

0

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0

臨
時

利
益

2
,
0
1
4

2
5
6

0
0

1
,
2
3
8

0
0

5
2
0

資
産

売
却

益
2
,
0
1
4

2
5
6

0
0

1
,
2
3
8

0
0

5
2
0

そ
の

他
0

0
0

0
0

0
0

0

純
行

政
コ

ス
ト

△
 
1
9
,
7
3
4
,
1
0
6

△
 
2
,
4
4
2
,
7
4
3

△
 
2
,
6
9
9
,
5
6
6

△
 
9
,
4
7
7
,
1
8
4

△
 
1
,
7
4
1
,
5
6
8

△
 
3
0
0
,
5
8
7

△
 
9
0
7
,
0
0
5

△
 
2
,
1
6
5
,
4
5
3

消
防

総
務

合
計

構
成

比
率

区
分

生
活

イ
ン

フ
ラ

・
国

土
保

全
教

育
福

祉
環

境
衛

生
産

業
振

興

－ 15 －



４．行政コスト計算書の概要 

 

  経常費用の総額は２０７億８，３０６万７千円となり、これらの行政活動

に対する使用料・手数料などによる経常収益は１０億５，９９９万７千円で、

純経常行政コストは１９７億２，３０７万円、臨時損失、臨時利益を加味し

た純行政コストは１９７億３，４１０万６千円となっています。 

  これは市民一人当たりでは、２４万９千円の純行政コストを要しているこ

ととなります。 

（単位：千円） 

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

経常費用総額 20,783,067 20,504,434 278,633 

経常収益総額 1,059,997 1,107,476 △47,479 

純経常行政コスト 19,723,070 19,396,958 326,112 

純行政コスト総額 19,734,106 19,489,042 245,064 

市民一人当たり 249 246 3 

 

  行政コストの構成 

 

  経常費用の総額が２０７億８，３０６万７千円となっておりその内訳は、

人件費が３９億６，５４１万７千円で１９．１％、物件費等は減価償却費を

含み、維持補修費などに要した費用として５８億５，９４４万９千円で２８．

２％となっています。また、移転支出では児童手当の給付や生活保護扶助費

などの社会保障関係移転支出が５５億５，７２９万５千円で２６．７％、他

会計などへの支出が１８億９９７万６千円で８．７％となっています。 

（単位：千円） 

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

経常費用総額 20,783,067 20,504,434 278,633 

人件費 3,965,417 4,071,333 △105,916 

物件費等 5,859,449 5,700,514 158,935 

社会保障関係移転支出 5,557,295 5,513,275 44,020 

他会計などへの支出 1,809,976 1,770,821 39,155 
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５．行政コスト計算書を活用した財政分析 

 

 (1) 行政コスト対税収等比率 

 

   税収などの一般財源等に対する純経常行政コストの比率を表すことによ

り、当年度の税収等のうち、どれだけ資産形成の伴わない純経常行政コス

トに費消したかを比較することができます。この比率が１００％に近づく

ほど資産形成の余裕度が低いといえ、さらに１００％を上回ると、過去か

ら蓄積した資産が取り崩されたことを表します。前年度と比較して０．

８％高くなっています。 

純経常行政コスト  財源   

19,723,070千円 ÷ 20,285,242 千円 ＝ 97.2％ 

 

 (2) 受益者負担の割合 

 

   行政サービスの提供に対する受益者負担の割合を表すもので、受益者負

担の水準を把握することができます。前年度と比較して０．３％低くなっ

ています。 

経常収益  経常費用   

1,059,997千円 ÷ 20,783,067 千円 ＝ 5.1％ 
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Ⅳ 純資産変動計算書 

 

１．純資産変動計算書とは 

 

  純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動した

かを表したものです。 

 

２．純資産変動計算書の見方 

 

純 行 政 コ ス ト 
行政コスト計算書によって計算された行政サービスに対するコス

トの財源不足分を表したもの 

財 源 
市税、地方譲与税などの税収等や国県等補助金など行政コスト計

算書に計上されない財源を表したもの 

固定資産等の変動 有形固定資産等の増減や貸付金・基金等の増減を表したもの 

資 産 評 価 差 額 
固定資産や有価証券等の当該年度における評価益と評価損との差

額を表したもの 

無 償 所 管 換 等 無償で譲渡または取得した固定資産の評価額を表したもの 
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３．平成３０年度純資産変動計算書

自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

（単位：千円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 67,892,784 105,121,513 △ 37,228,729 

純行政コスト（△） △ 19,734,106 △ 19,734,106 

財源 20,285,242 20,285,242 

税収等 15,149,142 15,149,142 

国県等補助金 5,136,100 5,136,100 

本年度差額 551,136 551,136 

固定資産等の変動（内部変動） △ 1,356,309 1,356,309 

有形固定資産等の増加 868,325 △ 868,325 

有形固定資産等の減少 △ 2,622,613 2,622,613 

貸付金・基金等の増加 647,820 △ 647,820 

貸付金・基金等の減少 △ 249,841 249,841 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 422,795 422,795 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 973,931 △ 933,514 1,907,444 

本年度末純資産残高 68,866,715 104,188,000 △ 35,321,285 

科目 合計

４．純資産変動計算書の概要

純行政コスト１９７億３，４１０万６千円に対し、財源である税収等と国県等補

助金の合計額は２０２億８，５２４万２千円となっており、発生したコストを、税

を主とする一般財源で賄えたことがわかります。

（単位：千円）

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

純行政コスト 19,734,106 19,489,042 245,064 

財源 20,285,242 20,111,197 174,045 
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Ⅴ 資金収支計算書 

 

１．資金収支計算書とは 

 

  資金収支計算書は、行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる

三つの活動「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分

して金額を表し、どのような活動に資金が必要であったかを表したものです。 

 

２．資金収支計算書の見方 

 

業務活動収支 行政サービスを行う中で、毎年度継続的に収入・支出を表したもの 

投資活動収支 
公共施設や道路整備などの資産形成や投資・貸付金などの収入・支出

などを表したもの 

財務活動収支 地方債や借入金などの借入（収入）や償還（支出）などを表したもの 
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３．平成３０年度資金収支計算書

自　平成30年 4月 1日
至　平成31年 3月31日

（単位：千円）

金額

【業務活動収支】
業務支出 18,472,882 

業務費用支出 7,904,410 
人件費支出 3,971,511 
物件費等支出 3,589,783 
支払利息支出 271,077 
その他の支出 72,039 

移転費用支出 10,568,472 
補助金等支出 3,091,596 
社会保障給付支出 5,557,295 
他会計への繰出支出 1,809,976 
その他の支出 109,605 

業務収入 20,864,267 
税収等収入 15,146,186 
国県等補助金収入 4,671,278 
使用料及び手数料収入 317,875 
その他の収入 728,928 

臨時支出 - 
災害復旧事業費支出 - 
その他の支出 - 

臨時収入 - 
業務活動収支 2,391,385 
【投資活動収支】

投資活動支出 1,631,005 
公共施設等整備費支出 1,104,595 
基金積立金支出 526,410 
投資及び出資金支出 - 
貸付金支出 - 
その他の支出 - 

投資活動収入 1,269,524 
国県等補助金収入 464,822 
基金取崩収入 104,260 
貸付金元金回収収入 33 
資産売却収入 700,410 
その他の収入 - 

投資活動収支 △ 361,481 
【財務活動収支】

財務活動支出 3,809,651 
地方債償還支出 3,678,594 
その他の支出 131,057 

財務活動収入 1,936,300 
地方債発行収入 1,936,300 
その他の収入 - 

財務活動収支 △ 1,873,351 
本年度資金収支額 156,553 
前年度末資金残高 315,178 
本年度末資金残高 471,732 

前年度末歳計外現金残高 261,039 
本年度歳計外現金増減額 3,299 
本年度末歳計外現金残高 264,338 
本年度末現金預金残高 736,070 

科目
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注   記 
 
１．純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 
(1) 固定資産等形成分 

   固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 
(2) 余剰分（不足分） 

   純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 
 
２．基礎的財政収支 
  業務活動収支（支払利息支出を除く。）   2,662,462 千円 
  投資活動収支               △361,481 千円 
  基礎的財政収支              2,300,981 千円 
 
３．一時借入金 
  資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 
  なお、一時借入金の限度額は次のとおりです。 
   一時借入金の限度額   4,500,000千円  
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４．資金収支計算書の概要 

 

  財務活動収支は、１８億７，３３５万１千円の赤字となっています。地方

債の借入額よりも償還額が多かったことを示しており、地方債等の償還が進

んでいることがわかります。 

  また、投資活動収支と財務活動収支の赤字を業務活動収支の黒字で補う形

になっています。投資活動収支及び財務活動収支の赤字合計２２億３，４８

３万２千円に対し、業務活動収支の黒字が２３億９，１３８万５千円となっ

ており、全体の収支は黒字となっています。 

  この資金の増減については、貸借対照表における現金預金の増減に反映さ

れ、流動資産の増減に影響することとなります。 

（単位：千円） 

 平成 30年度 平成 29年度 増減 

財務活動収支 △1,873,351 △1,779,368 △93,983 

投資活動収支 

財務活動収支 
△2,234,832 △2,533,847 299,015 

業務活動収支 2,391,385 2,522,513 △131,128 

 

５．資金収支計算書を活用した財政分析 

 

  地方債の償還可能年数 

 

  地方債が業務活動収支の黒字分の何年分あるかを表しています。償還可能

年数が短いほど、地方債の償還能力が高いといえます。前年度と同年となっ

ています。 

 

地方債残高  業務活動収支額   

31,940,363千円 ÷ 2,391,385 千円 ＝ 13.4 年 
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